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序　　　文

ジンバブエ国感染症対策プロジェクトは、1996年７月から５年間の協力期間において、マラリ

アや住血吸虫症等の主要感染症が予防されることを通じて、保健省関係部局における主要な感染

症対策活動が強化されることを目的として協力が開始されました。

このたび、協力開始後３年半が経過することから、これまでの活動内容を確認し、本プロジェ

クトにかかわる専門家とカウンターパートに必要な助言をし、また今後の活動計画についてジン

バブエ側関係者と協議するため、国際協力事業団は、2000年２月19日から３月２日までの日程で、

財団法人日本環境衛生センター西日本支局常務理事森良一氏を団長として、巡回指導調査団を派

遣しました。

本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣にあたり、ご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますと

ともに、今後のプロジェクトの実施・運営にあたりまして、さらなるご指導、ご鞭撻をお願い申

し上げます。

平成 12年３月

国際協力事業団

医療協力部長　遠藤　明
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１．巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ジンバブエ共和国（以下、ジンバブエ）においては、感染症が乳児から成人まですべての年齢層

の死亡原因の上位を占めており、国家計画においても感染症の予防対策が緊急課題となっている。

1995 年、同国政府は感染症の予防対策事業を推進させるべく、マラリア、結核、住血吸虫症、

ＨＩＶ、呼吸器感染症等の主要感染症を対象とした疫学調査、診断分析体制の強化計画（National

Infectious Diseases Control Programme）の策定、その一環として保健省疫学疾病対策部および

公衆衛生検査所等の強化整備にかかるプロジェクト方式技術協力を日本政府に要請越した。

これを受け、わが国は、マラリアおよび住血吸虫症の疾病検査・診断・対策および疫学情報分

析の強化を目的として 1996年７月から５年間の予定でプロジェクトを実施している。

1999 年１月、暫定実施計画（ＴＳＩ）の軌道修正を目的とした運営指導調査団を派遣し、プロ

ジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）を作成し、活動範囲の見直しを行った。しかし、いまだ

活動範囲が広く、プロジェクトの目標達成をどこに求めるかが不明瞭である。

今般、プロジェクト開始後３年半が経過することから、ＰＤＭをもとに現在までの活動成果を

取りまとめ、あわせて今後の活動計画について先方と協議することを目的として、当事業団は、財

団法人日本環境衛生センター西日本支局常務理事森良一氏を団長とする巡回指導調査団を２月 19

日より３月２日までの日程で派遣した。

１－２　調査団の構成

　担当 　氏名 　所　　属

団長 総　　括 森　　良一 財団法人日本環境衛生センター西日本支局常務理事

団員 マラリア対策 田中　生男 財団法人日本環境衛生センター常務理事

団員 住血吸虫症対策 田中　寛 東京大学名誉教授

団員 協力計画 田中　裕子 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課職員

なお、本調査団員として派遣される予定であった長崎大学熱帯医学研究所青木教授が急病のた

め派遣中止となり、短期専門家として派遣中であった田中寛氏が調査団の一員として加わること

となった。
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移動および業務 備考

１ ２／19 土 移動　17:45　成田（JAL711）→23:55　シンガポール 機中泊

２ ２／20 日 移動　 1:20　シンガポール（SQ406）→7:15　ヨハネスブルグ ハラレ泊

移動　10:25　ヨハネスブルグ（BA6267）→12:00　ハラレ

３ ２／21 月 午前：日本国大使館表敬、保健省表敬 〃

　　　ＪＩＣＡ事務所打合せ

午後：専門家との打合せ（於：ＪＩＣＡ事務所）

４ ２／22 火 保健省疫学疾病対策部、ブレア研究所関係者との協議 〃

（於：Jamesoneホテル）

５ ２／23 水 午後：保健省疫学疾病対策部、ブレア研究所関係者との協議 〃

（於：Jamesoneホテル）

６ ２／24 木 プロジェクト・サイト（Mt.Darwin県）視察 〃

７ ２／25 金 午前：ＷＨＯ表敬、ミニッツ案作成 〃

午後：専門家との打合せ（於：ＪＩＣＡ事務所）

８ ２／26 土 資料整理 〃

９ ２／27 日 資料整理 〃

10 ２／28 月 ミニッツ署名 〃

11 ２／29 火 ＪＩＣＡ事務所報告、日本国大使館報告 田中生男団員10:30

ハラレ発

田中裕子団員14:10

ハラレ発→ケニア着

12 ３／１ 水 森団長移動　7:00　ハラレ（UM771）→ 機中泊

13 ３／２ 木 →17:05　成田（SQ012）

１－４　主要面談者

（1）ジンバブエ側関係者

1） 保健省

Dr. P. L. Sikosana Permanent Secretary of Health and Child Welfare

Dr. B. Makunike Director, Epidemiology and Disease Control (EDC) Department

Dr. S. M. Midzi Medical Officer of Health, EDC Department

Mrs. E. Sibanda Senior Administration Officer, Donor Coordination Unit

Mrs. A. Lusuwi Administration Officer of Donor Coordination Unit
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Mr. A. T. Mugove Chief Disease Control Officer

Mr. P. Dziva Senior Disease Control Officer

Mr. C. K. Nzuma Principal Environmental Health Technician

Dr. L. M. Chimbari Schistosomiasis Unit, Blair Research Institute

Dr. A. G. Browner Public Health Researcher, Blair Research Institute

Dr. G. T. Mangwadu Provincial Environmental Health Officer, Mashonaland Cen-

tral Province

Dr. R. Kabanda District Medical Officer, Mt. Darwin District

Mr. T. Sibanda Act. District Environmental Health Officer, Mt. Darwin

Mr. Rodrick Environmental Health Technician, Dotito Health Centre, Mt.

Darwin

2） ＷＨＯ

Dr. Shiva M. Southern African Intercountry Office, WHO

Mr. J. Pasipamire Malaria Coordinating Officer, WHO-MOHCW

（2）日本側関係者

1） 日本国大使館

新田宏 特命全権大使

丸山和彦 参事官

杉原ひろみ 専門調査員

2） ＪＩＣＡジンバブエ事務所

佐藤武明 所長

門脇聡 所員

3） 感染症対策プロジェクト

山本太郎 長期専門家（チーフアドバイザー）

田中秀憲 長期専門家（調整員）

露岡令子 長期専門家（マラリア対策）

粟澤俊樹 長期専門家（住血吸虫症対策）

田中寛 短期専門家（疫学）
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２．総　括

本プロジェクトは 1996年７月にジンバブエ感染症対策プロジェクトとして発足したものである

が、対象疾病を①マラリア、②住血吸虫症に絞ったにもかかわらず、最初の２年半はプロジェク

トの立ち上げに労力を要し、また、計画の実施にも困難な面が多く、十分な成果をあげ得たとは

言い難いものであった。しかし、1999年１月の調査団（辻団長）の報告に沿った形で対象疾病につ

いては、①マラリア、②住血吸虫症としたまま新規ＰＤＭの作成、作業計画の見直し、施策の実

行が行われた。その結果、きわめて適切な派遣専門家を得たこととも相まって、対策実行の的が

絞られ、みるべき成果が得られ、さらに今後に大きな期待が寄せられるまでに至っている。

この種のプロジェクトでは相手国との相互理解が最も重要であるが、２日間にわたってジョイ

ントカンファレンスを行い、さらに現地のひとつである Mt.Darwin県での活動を視察した限りで

は、わが国の各領域の専門家と相手国のカウンターパートとの息が合い、仕事が行われていると

判断できた。

住血吸虫症対策では、ビルハルツ住血吸虫症対策に関しては学童集団治療である S c h o o l

Screening, Treatment and Education（ＳＳＴＥ）という基本方式がとられ、効果をあげている。

これは、１年生および５年生の児童を集めフリップチャートなどを用いて十分説明した後、目の

前でテストテープによる血尿の検査を行い、陽性者は住血吸虫症患者であるとみなして、その場

でプラジカンテル（Praziquantel）の内服により治療が行われるものである。この方法は治療のみ

でなく、衛生教育の点でもきわめて効果的であると判断できた。なお、マンソン住血吸虫につい

ては、感染部位が異なるため、便中の虫卵の顕微鏡による検査を必要とするので、現在は広くは

検査が行われていないが、流行地域が限られており、また陽性率も低いため将来の問題として残

されている。住血吸虫症は現時点ではジンバブエの国家重点対策疾患となっていないため、保健

所等の職員が現地に赴く場合、旅費日当等が支給されない場合が多いという問題があり、重点対

策疾患への指定が急務となっている。

マラリア対策においては、顕微鏡検査技師の訓練と蚊帳の普及販売に重点が置かれていた。特

に後者においては、蚊帳の各家庭での殺虫剤浸漬処理が重要な問題であるが、よく訓練された販

売員の、村の婦人に対するデモンストレーションの現場をMt.Darwin県の村で視察することができ

た。蚊帳は普及率のよい集落では 30％程度となっている。このプロジェクトが開始される以前の

調査では、蚊帳の普及は生活習慣や宗教上の理由により困難であろうという見解が一般的であっ

たことを考えると、蚊帳の普及に尽力された専門家の方々の努力を多とすべきであろう。しかし、

蚊帳の効果を実証するためには、80％の普及率が必要であるといわれており、販売数による効果

を評価するのは困難である。

前記のように、このプロジェクトが軌道に乗り出して１年しか経過していない。ジョイントカ
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ンファレンスや現地視察でも観察されたように、専門家とカウンターパートが息が合って技術協

力がなされている現状からみて、重要な成果を確実なものにするためにある程度の期間延長も考

慮の余地があるものと考えられる。
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３．プロジェクトの進捗状況

３－１　マラリア対策

ここでは前回の運営指導調査団（1999年１月）以後の活動について報告する。マラリアについて

は 199 9 年１月から露岡専門家が担当し、業績は着実に上がっている。活動は殺虫剤浸漬蚊帳

（ITMn）の普及活動と観測保健診療所（センチネルサイト）での活動を中心に進められている。プロ

ジェクトではフリップチャートを用い、蚊帳の利用促進、マラリアに関する正しい知識の普及な

どにも積極的に努めている。

（1）殺虫剤浸漬蚊帳に関する活動

1） 村民への販売

選定したモデル県で薬剤浸漬蚊帳プロジェクト実行委員会を組織し、委員会でプロジェ

クト対象地域を選定し、その地域内で地域振興委員会（Village Development Committee）

の組織化を行った。Mwenezi県を除く７県で活動が行われ、2000年２月 15日までの集計で、

2,088帳の販売実績が得られている。販売で得た資金は回転資金（Revolving Fund）として

再処理用の薬剤費などに充てることとしている。

蚊帳の対人口カバレージ率は地域によって異なるが、2.0％（Gokwe県）から 25％（Hurungwe

県）の範囲にある。多くの県では、販売は収穫期の終わる７～ 11月から開始された。これ

までのところ販売の制限要因となっているのは、

・価格

・販売場所と住居との距離

・蚊帳に対する意識

の３点が主なものであるが、現実的な問題としては、現金に余裕のある時期には蚊の発生

が少なく、蚊の発生時期には現金の持ち合わせがないことがあげられ、今後、この問題を

どう解決していくかが課題となろう。

価格設定は地域ごとに行っており、当初の設定＊ ZW$260（ＵＭＰ県）と ZW$200（Mt.Darwin

県）での実績が伸びず、これをそれぞれ ZW$130と ZW$150に下げたところ、販売数が大きく

伸びている。これまで蚊帳使用の習慣がなかったこの国で普及が始まったことは大きく評

価してよい。しかし、今後の問題を考慮すれば、価格をこれ以下に低く設定することは好

ましくない。

効果についてはこれまでに明らかな結果は得られていないが、受容行動について現在質

＊ １ US$≒ 37ZW$
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問表の回収を始めている。

なお、蚊帳は M-NET（製造会社）の倉庫にＪＩＣＡ分として保管され、各州から露岡専門

家を通して要請される追加分（おおむね 100単位）が、田中調整員を経て倉庫から引き出さ

れ、現地に搬送されるシステムをとり、記録もその都度なされているということであった。

2） 病院や殺虫剤散布チームへの蚊帳の供与

入院中の非マラリア患者への感染防止を狙った小児科病棟を中心にした病院と、屋外に

泊まることの多い現地の殺虫剤散布作業者を対象に、無料供与を行っている。これまでそ

れぞれ約 600帳、300帳を配布したが、ショーウィンドウ的な効果が大きい。一部の病院の

ように、一般のリネン同様に頻繁に洗うことを主張するところもあるが、おおむね好評を

得ているし、村民の生活習慣を変えるのにも役立っている。

（2）定点観測所での活動

1） 保健教育

地域保健衛生技師（Local Environmental Health Technician）の訓練を 11月から 12月

にかけて行った。プロジェクトでは、これらの講習の開催に関してサポートを行った。視

聴覚教材（フラッシュカード－絵でマラリア対策について概説）を企画製作し、200セット

を作製、モデル各県の保健診療所に配布した。これについては要望が多く、さらに、外来

病棟の看護婦や学校の衛生担当者、農場のヘルスワーカーに配布するために 400セットを

追加印刷注文中である。このフラッシュカードについては、ＷＨＯも大変興味をもってい

る。

2） 顕微鏡検査技師の訓練・養成

In vivo（生体内）における薬剤耐性試験のためのプロトコールを作製して、各県から推

薦された 18人の顕微鏡検査技師の再訓練を行った。顕微鏡検査技師の資質はそれほど高い

ものではないが、Mwenezi県を除けば、供与した顕微鏡は有効に活用されている。

（3）その他の活動

1） マラリア基礎調査などの報告書

① ジンバブエにおけるマラリアの概況を調査し、邦文で取りまとめた。これは、「アフリ

カ南部ジンバブエ国のマラリア」として田中寛・露岡令子共著で「熱帯」第32巻（219-226）

に掲載された。

② 1998年に８モデル地区で行われたKnowledge, Attitude, Belief and Practice（ＫＡＢＰ）

調査や、フォーカスグループ討論から得られたデータをまとめ、28ページの報告書とし

てDr.Makunike部長に提出した。質問表を書き換えた回答が多く、取りまとめにあたって
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多大の苦労を要したが、興味ある結果が得られている。

③ 気象データの分析から、これをマラリア発生と関係づけた貴重な結果が得られており、

結果は省内資料として部長に提出、さらに学術報告出版のため以下の論文について国の

承認を申請中である。

Meteorological factors influencing to the intensity of malaria outbreak in

Zimbabwe.  by Kazuhiko Moji, Reiko Tsuyuoka, B. Makunike and Hiroshi Tanaka

2） 国際会議等への出席

1999年 10月 11日から 14日までタンザニアで開催された第２回殺虫剤処理蚊帳国際会議

に露岡専門家が出席した。プロジェクトの成果としてポスターセッションで Community

based ITMn Project in Zimbabweを発表し、参加者の関心を得た。

（4）ＷＨＯとの連携

本プロジェクトのマラリア対策対象地域と、ＷＨＯのマラリア対策対象地域が一部重複す

る。本プロジェクトが作成したフリップチャートをＷＨＯが増版、配布したり、センチネル

サイトの活動強化などの連携がなされている。

ＷＨＯからは、ジンバブエの習慣になかった蚊帳の使用を本プロジェクトで導入したこと

を高く評価しており、プロジェクトの活動が軌道に乗り出したところであるので、望ましく

は１年半後に終了するのではなく、何らかの継続を期待することが述べられた。また、本プ

ロジェクトのモデル県における薬剤浸漬蚊帳の普及活動を保健省との協力により拡大したい

との意見も出された。

当方からは、次年度に評価調査団を派遣し、プロジェクトのサスティナビリティーも考慮

に入れ、その後の活動について検討する予定であることを説明した。また、ＷＨＯが推進し

ているマラリア、エイズに関する学校健康教育に、住血吸虫症を加えられるよう希望を述べ

た。

３－２　住血吸虫症対策

（1）基礎調査

本プロジェクトは 1996年７月１日から５年の予定で開始され、８州より各１県の８モデル

県でマラリア、住血吸虫などの駆除対策を行うことを目的としている。1999年には学童のビ

ルハルツ住血吸虫の検出治療が進んで、短期間のうちに大きな成果をあげている。

プロジェクト開始以来、住血吸虫症対策の活動は意識行動調査（ＫＡＢＰ）と流行に関する

疫学調査を行うことに終始し、県へのコンピューター供与、調査法の訓練、位置測定器（ＧＰＳ）

の供与などを行ったが、1998年の末までに大きな成果はみられなかった。
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1999年４月に県のデータを持ち寄って検討会を行ったが、どの県のデータも不備が多く、

入力データの校正、集計のし直しを行い、補正されたデータの集結が1999年７月に終了した。

その原稿は 75枚に達し、単に各県の集計結果の集積で、読んで理解できる作品ではなく、原

稿報告の域を脱していないが、保健省疫学疾病対策部内報告として、1999年７月に以下の報

告書が提出されている。

Draft report of the baseline surveys in eight model districts. Area: Schistoso-

miasis Control. pp. 75, by Wagatsuma. July 1999

ここで行われたＫＡＢＰ調査法には大きな欠点があり、質問項目を共通に示したはずのも

のが、県レベルで変更され、回答項目も特定しないために、１県から 500にものぼる回答項

目が出され、集計はすこぶる困難なものになった。プロジェクト開始後３年を費やし、多く

の経費を投じ、Draft Reportしかできなかった要因としては、当国保健省の県に対する指導

が及ばないことと、プロジェクト側の企画時には思い至らぬ事態が各県で生じたことがあげ

られる。

（2）学童集団治療

1999年は住血吸虫駆除で大きな成果をあげた年であった。膀胱住血吸虫症（ビルハルツ住

血吸虫症）対策では、対象校の学童 1年と 5年の生徒の全員を試験紙で血尿検査を行い、陽性

者をプラジカンテルの１回の経口投与で治療を行い、保健教育により感染を予防しようとす

るものである。これをＳＳＴＥ（＝ School Screening, Treatment & Education）と略称し、

保健所の職員が学校を訪問して実施している。

1999年５月までにMwenezi、Chipinge、ＵＭＰの３県の保健所の訓練を終了した。６月末に

粟澤専門家が着任し、８月に門司教授が指導を行い、データ記載法・報告用紙などすべてを

見直したうえ簡易化し、８月に Hurungwe県で訓練を試行し、以後、粟澤専門家は残り５県の

保健所職員の訓練を行い、10月 26日の Bulilimamangwe県での訓練を最後に８県すべてで実施

を可能にした。

各県の保健所が管轄するすべての小学校をＳＳＴＥ活動の対象とした。対象校は、計631校

にのぼり、そのうち300校（47.5％）でＳＳＴＥ活動が行われた。この対象校の学童４万5,537

人が血尿検査を受け、そのうち１万8,160人（39.9％）が陽性であった。この陽性者中１万8,066

人（99.5％）が治療を受けた。未治療の学童は当日体調不調の者と、地域信仰で服薬できない

者だけであった。この１回の治療の過去の成功率は 60～ 80％といわれている。

なお、学童治療の費用計算も行っており、現在の投薬方法、検査なしで全員投薬を仮定し

た場合など、実測・仮定計算を行った。結論は、現在の陽性率であれば、検査で陽性者を治

療する方法、選択的全員治療が最も経済性が高く、資材費と出張旅費を含めて、学童 1人当
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たり 21米セントという驚異的な低価額であった。

この活動の実質的な開始は 1999年８月であり、急速に検査・治療が行われ、専門家の努力

の現れで、大きな成果を得たといえる。また、世界的には、疾病対策が年間１人１米ドル以

下の場合に容易に成立するといわれており、この低価額は、国家保健事業としての実行性、永

続性に期待がもてる。

（3）保健教育チャートの作製

ＳＳＴＥを実施し、住血吸虫症治療の後にすぐに予防教育をすることが、教育の時期とし

て最もふさわしいと考え、その際に使うチャートの作製を行っている。チャートは１組 10枚

のＡ３サイズの絵から成り立っており、保健所と学校を対象に 762組の製作を予定している。

絵の構図、線書き、色つけ、印刷製造と工程が多く、当地で作るのは容易でなく、大きな苦

労をしている。この構図は粟澤専門家と門司教授によるものであり、線書き、色つけは、青

年海外協力隊の有田哲也隊員の協力を得た。当地製と異なり、あか抜けして、絵から大きな

訴えが感じられる。住血吸虫症用のチャートにはＪＩＣＡと保健省およびＷＨＯのロゴが１

ページ目に入り、印刷所に発注する前の段階にまで達している。これが完成すればＳＳＴＥ

の効果はさらにあがるであろう。
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４．今後の活動計画

４－１　マラリア対策

（1）蚊帳の販売普及活動

プロジェクトの残余期間を考えれば、今後は、あまり活動の枠を広げるべきではなく、蚊

帳の販売をいかに拡大するか、終了後、いかに自助努力によってマラリア対策を実行できる

技術を残せるかといった、技術協力の成果が明らかになるように活動の中心を絞るべきであ

ろう。これは露岡専門家の努力によってかなりの程度達成できると思われる。蚊帳について

は本来その評価を行うべきであるが、実質的な立ち上げが諸般の事情から1999年からであっ

たことから、残余期間でその結果を得ることは難しい。また、ジンバブエ側は活動の各県で

の均一性を主張していたが、現状を考えればそのような活動は無理であり、プロジェクトの

方針とも一致しないと思われる。

今回の調査から、今後の活動の中心を以下のようにすることを奨めたい。

当初の計画では、普及活動を、村単位から対象としているすべての行政区（Ward）に拡大す

る計画であったが、これまでの普及率に著しい地域差があること、限られた期間での専門家

の活動が過度になることから、次のように区分して活動を行うこと。

1） Ward全体に普及させる活動

ＵＭＰ、Gokwe、Hurungwe県においては、すでにWard全体に拡大することを打ち出して活

動していたことから、可能性のある普及目標を設定してそのままの方針を継続する。

2） 村における普及率をアップさせる活動

現在行われている村での普及率をあげる活動に限定し、他の村または Ward全体に普及活

動をすることはしない。この活動は Mt.Darwin県において行い、普及率の目標を、当面、感

染が起きないと考えられる 80％まであげることに努力する。

3） 地域の自主性に任せる活動

現在の村での活動を地元組織の自主性に任せて、普及率のアップを図る。プロジェクト

は原則として普及活動には関与しない。これについては、1）と 2）を除く他の４県で行う。

これによって、1）では、ある村での普及活動を広域に広げる場合の手法や問題点を考える、

2）では、これまで伸びなかった普及率アップにどのような問題点や手法があるかを考える、

3）では、活動に自主性をもたせることによって、プロジェクト終了後のあり方を探る、など

を考慮したものである。

蚊帳の購入数に関しては、予想外の蚊帳の必要性が考えられることから、専門家の活動が

行いやすいよう、柔軟性をもたせる意味の若干の特別枠の蚊帳が必要と思われる。
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（2）蚊帳の無料供与

県病院では特に小児科、産婦人科を対象に、非マラリア患者の感染を予防したり、使用す

ることによる教育、宣伝効果が大きいため、今後も貸与をすることがよいと思われる。しか

し、無料配布をこれ以上広げることは、プロジェクトの目的から好ましくないので、これ以

外の場所への配布は行わない。散布作業者については、これまでの配布分で貸し回しが可能

である。

（3）販売戦略作成の専門家派遣

特に（1）の 2）においては、販売促進を図るための方法について、企業などの販売戦略にあ

たっているような専門家の短期派遣（２カ月程度）が望まれる。

（4）定点観測保健診療所における活動

In vivo（生体内）薬剤耐性試験についてはブレア研究所やＷＨＯと協力して継続する。ま

た、In vitro（試験管内）についてはクロロキン耐性が疑われる地域において実施する。この

ためには杏林大学の春木講師の派遣が適当である。また、検鏡者の養成、教育の課題も含ま

れる。

観測保健診療所の支援に関しては、今後も続けることが望ましいが、協力についての正式

な要請に基づき、プロジェクトの枠内で、進展の測定が可能な明確な課題（operation）に焦点

をあてて支援することが望ましい。

４－２　住血吸虫症対策

プロジェクトの終了まで１年半であり、その間に最も効果のあがるように企画するのが得策で

ある。粟澤専門家の 1999年の精力的な実施と優秀な成果からみて、今の活動は専門家に任せてそ

のまま延ばすことが望ましい。以下に提案する将来計画の大部分も、すでに専門家がもっている

予定を支持していて、大きな変更を加える必要はない。プロジェクトの終了時期をにらんで、多

少の新たな評価計画を導入し、できればＳＳＴＥの学校全体、あるいは村落住民に及ぼす効果を、

適切な少数の地域で調査することを企画することが望ましい。また、この成果を公表する手段と

そのための企画を早めに開始することが望ましい。

（1）現在進行中の尿路系住血吸虫のＳＳＴＥ計画を推進し、目標小学校をすべて検査し、保健

所職員の正しい実施を指導監視するために、各地を視察指導する必要がある。また、その機

会に保健所や県に集積されているデータの回収を行う。

（2）2000年４月には保健教育チャートを配布できるので、保健教育をする人たちを訓練する立

場の職員の訓練を開始する。フリップチャート（紙芝居型）であるので、各県の保健教育の中
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心人物を集めて、教育する方法、英語シナリオをショナ語とエンデベレ語に翻訳する作業も

あろう。専門家はＳＳＴＥの巡回指導を行う際に実地訓練をする機会も得られる。

（3）国内委員でもある長崎大学青木克己教授を、2000年度の早い時期に短期専門家として派遣

し、ＳＳＴＥの効果判定、成果の公表に関し、指導することが望ましい。

ＳＳＴＥの全学童に及ぼす治療効果を調査、または推定する必要があるが、今の方法は小

学１年と５年を対象にしているが、２、３年後の影響はどの程度か推定してもらいたい。排

泄虫卵数の測定、超音波装置での膀胱病変検査なども考慮して、短期間で効率よく効果判定

が可能なように企画する必要がある。

（4）ＳＳＴＥや衛生教育が及ぼす、学童や住民の知識、意識、生活習慣への影響を、短い

ＫＡＢＰ調査で把握するため適切な方法、たとえば短いアンケート調査法の応用を考える必

要がある。グループ討論による方法は結果が早く得られるが、しばしば正しく認識した、よ

い方向の回答に引きずられる傾向に留意が必要である。

（5）ＳＳＴＥでは、１年と５年を対象に治療を行っている。現在の１年生が５年生になったと

き、すなわち、プロジェクト終了４年後に再検査をすることで、ＳＳＴＥの長期効果を判定

することができる。各種の条件がそろえば、実施したい調査である。

（6）住血吸虫症対策は国の法的認定がなく、保健行政にのせる法的根拠がない。法の制定には、

まず保健省の計画書が必要であるが、計画もまとまっていない。まず、省内の委員会で国家

住血吸虫症対策計画の草案を作成し、国家事業として、国会を通過させて永続性をもたせな

ければならない。このため、現時点では保健所職員が小学校を訪問しても、出張旅費が出な

い県もある。それでも、多少の検査機材・治療薬剤が供給されたことで、今は感激して、旅

費をあてにせずに活躍していて感心させられる。しかし、これでは永続性は疑問であり、法

をつくる土台の計画書を完成させることが重要である。粟澤専門家はすでに経過を調査し、

最新の原稿を発掘したので、国家計画作成を推進してほしい。

（7）短期間の持続性を考慮すると、１年半後のプロジェクト終了直後の対策も考慮すべきであ

る。検査治療を担当する保健所での血尿テスト紙と治療剤の不足は本計画を停止してしまう

ので、許される適切な範囲でこれらの消耗品の供与を心がける必要がある。

（8）流行地は少なく、陽性率も低いが、肝臓系のマンソン住血吸虫に対しても多少の治療活動

を進めることが望ましい。すでに感染している地域はわかっており、モデル県内の小学校で、

少しでも試みるべきである。尿路系と異なり、顕微鏡による検便の技術が加わるので容易で

ないことは予想されるが、プロジェクト終了までに何らかの糸口を当国に示すことが望まし

い。



- 14 -

５．議事録（ミニッツ）締結までの経緯

Dr.Makunikeの提案により、ロールバックマラリアに関する活動を、事前に用意したミニッツ案

の成果および今後の計画に書き加えた。

また、ジンバブエ側との協議事項を踏まえ、下記事項が追記された。

・４年後にＳＳＴＥの効果判定を実施することが望ましいこと

・供与した車両がプロジェクトの活動に有効に利用されることが期待されること

・保健省とプロジェクトがＳＳＴＥを実施する保健所職員の日当、交通費が出ない問題を解決

する努力をすること



附　属　資　料

①　協議議事録　　　　　

②　マラリア対策の活動と成果（1999年）、および 2000年の活動計画

③　住血吸虫症対策の活動と成果（1999年）、および 2000年の活動計画

④　供与した顕微鏡と殺虫剤噴霧ポンプの配置状況（露岡専門家の調査による）
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